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ごあいさつ

　皆さまには、日頃より格別のご愛顧お引き立てを賜わり、
心から御礼申し上げます。
　このたび、当組合の現況（令和 3 年度第67期）をまとめま
したので、ご理解を深めていただくための資料として、ご高
覧賜わりたいと存じます。
　佐賀東信用組合は、地域の皆さまに本当にお役に立てる金
融機関をめざし、これまで以上に経営の健全性と基盤強化に
努めてまいりますので、一層のご支援とご指導のほど、心か
らお願い申し上げます。
　　令和 4年 7月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 佐賀東信用組合
� 理事長／芹田　　泉
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事業方針

■基本方針　地域の発展に奉仕します
　組合員の経済的地位の向上と地域の発展に寄与します。協
同組合組織の金融機関として、その社会的使命を十分に認識
し、法令等遵守態勢やリスク管理態勢の整備を図るとともに、
地縁、人縁の特性を生かして地域社会に密着し勤労者、中小
零細企業の金融円滑化と地域社会の発展に寄与します。

■経営方針　堅実経営に徹します
　堅実経営に徹し、法令等遵守（コンプライアンス）を重要
方針の一つと位置づけ、組合員の信頼に応えます。
　基本方針に沿って営業活動を実践し、資産内容の充実と自
己資本の強化により堅実経営を推進します。

	 組合員の推移	 （単位：人）

区　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
個 人 13,048 11,623
法 人 1,048 947
合 計 14,096 12,570

当組合のあゆみ（沿革）

■昭和30年 3 月28日／�神埼信用組合設立登記
■昭和30年 4 月 1 日／�神埼信用組合営業開始
■昭和30年 5 月16日／�小城信用組合設立登記し営業開始
■昭和46年 9 月 8 日／�諸富支店開設
■昭和53年10月 1 日／�神埼、小城両信用組合が合併し佐賀東

信用組合と名称変更（本店、小城支店、
牛津支店、諸富支店）

■昭和54年 6 月 1 日／�佐賀支店開設
■昭和58年 4 月 7 日／�佐賀市に本店社屋を新築移転し営業開

始（本店、神埼支店、小城支店、牛津
支店、諸富支店）

■昭和59年 8 月13日／�自営による預金オンライン開通、全銀
システム加入

■昭和60年 2 月12日／�自営による融資オンライン開通
■昭和61年 6 月10日／�諸富支店新築移転
■平成 3年10月 1 日／�鳥栖信用組合と合併し地区拡張
■平成 8年 1月16日／�信組情報サービス（SKC）加入
■平成 9年 5月23日／�多久市全域への地区拡張
■平成 9年10月 1 日／�中原支店開設
■平成12年 3 月 6 日／�デビットカード取扱開始
■平成12年 4 月 1 日／�郵貯とのATM提携開始
■平成13年12月 4 日／�小城支店改築オープン
■平成17年 3 月28日／�佐賀栄城信用組合と合併
■平成18年 3 月 1 日／�相互入金業務の取扱開始
■平成18年10月16日／�他行カード振込業務の取扱開始
■平成24年 3 月 9 日／�本支店間ネットワーク（shs.Net）導入
■平成27年12月 1 日／印鑑照合システム導入
■平成30年 8 月 6 日／神埼支店新築移転
■令和元年 9月24日／�中原支店を出張所に変更し、神埼支店

内に移転
■令和元年11月18日／�牛津支店を出張所に変更し、小城支店

内に移転

	 事業の組織	 令和 4年 6月30日現在

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

理 事 長／芹田　　泉 理　　事／山本　康徳（※）
常務理事／大曲清一郎 理 事／井本　　裕（※）
常務理事／田中　信吉 理 事／田中　信博（※）
常勤理事／藤瀬　秀利 常勤監事／安藤　正信
理 事／牟田　正明（※） 監 事／牟田　清敬
理 事／福岡　　桂（※） 員外監事／迎　　　強
理 事／西村　秀樹（※）

� 令和 4年 6月30日現在

注）�当組合は、職員出身者以外の理事（※印）の経営参画により、ガ
バナンスの向上や組合員の意見の多面的な反映に努めております。
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　令和 3 年度の我が国は令和 2 年度に引き続き政府による新型コ
ロナウィルス感染症拡大防止を意図した経済活動抑制策が断続的
に実施されてきたことから国内の経済活動は大きな打撃を受けま
した。事実、我が国のGDPはコロナショック前の水準を回復せず
景気回復への道のりは未だ道半ばという状況が続きました。その
ような中、令和 4 年 2 月24日にロシアによるウクライナ侵攻があ
り、原油をはじめとするエネルギー資源の価格が高騰、コストプッ
シュインフレを招来し、高いインフレ率と景気後退が併存する状態、
所謂スタグフレーションのような状態となり、我が国の中小企業
は厳しい経営環境に晒され業績悪化若しくは低迷に苦しみました。
また、中小企業は、政府の支援や金融機関の融資により倒産件数
が抑制されてきましたが、コロナ政策の効果が剥落していく中で
過剰債務に苦しむ状況に陥りました。このような長期化するコロ
ナ禍とウクライナ危機による我が国と世界経済の悪化は当組合を
含め金融機関を取り巻く経営環境を極めて厳しいものとしました。
　このように外部環境が厳しい年度ではございましたが、当組合
の経営理念の一つである「地域に密着し、信頼され取引甲斐のあ

る『とうしん』としての地位の向上に努める」ことに立ち返り、
業績向上に努めた結果、貸出金については、期中平均残高が309億
円と前年度比 5億円の増加、預金については、期中平均残高は703
億円と前年度比45億円の増加となりました。利益面におきましては、
コア業務純益において190百万円、当期純利益において166百万円
となり、いずれも令和 3 年度事業計画目標を達成することができ
ました。
　自己資本比率につきましては、前年度比0.39ポイント低下の
8.19%となりましたが、国内銀行が求められる4.0%を大きく超
える水準を維持しております。不良債権比率は上記新型コロナウィ
ルス感染症感染拡大への前広の対応として個別引当の対象となる
債権が増えたことから金融再生法基準で前年度比0.75ポイント上
昇の6.08%となりました。
　依然、我が国及び世界の経済の先行きは不確実性が高止まって
おりますが、信用組合の原点である「足で稼ぐ営業」に徹してい
くことで組合員・お客様のお役に立つ存在価値のある金融機関と
なるべく役職員一同努力していく所存です。

　信用組合は、協同組合組織による組合員の相互扶助と地域・業
域・職域の密着を理念とした金融機関です。
　当組合は地域信用組合で、地域での金融の円滑化と経済的地位
の向上に寄与することを経営の基本としています。
　※地域となる営業区域はP.26「地区一覧」に掲載しています。
信用組合の根拠法
●中小企業等協同組合法　●協同組合による金融事業に関する法律

■組合員の資格
　組合員資格は、中小企業等協同組合法および定款により次のよ
うに定められています。加入資格のある方はいつでも当組合の承
諾を得て組合員となることができます。
　⑴�当信用組合の営業区域内において事業を行う小規模事業者
　　※事業の規模については業種別に要件があります。
　⑵�当信用組合の営業区域内に住所又は居所を有する者
　⑶�当信用組合の営業区域内において勤労に従事する者
　⑷�当信用組合の営業区域内において事業を行う事業者の役員お

よびこの組合の役員

■総代会の仕組みと役割
　組合員の要望・ご意見などは、組合員で構成される総会を通じ
て信用組合の運営に反映され、組合員は出資口数に関係なく 1 人
1票の議決権を持ちます。
　組合員の総数が200人を超える信用組合は、総会に代えて総代会
を設けることができ、当組合は総代会制度を採用しています。
　総代会は総代で組織され、定款の変更、理事・監事の選任等の
重要事項を決議する最高意思決定機関です。

■総代の選任方法、任期、定数等
　総代は、定款や総代選挙規程の定めに基づき組合員の中から選
挙で選ばれ、任期は 3年です。
　当組合の総代定数は「100人以上130人以内」と定款で定めており、
令和 4 年 3 月31日現在の組合員数は12,570人で、現在の総代数は
102人です。
　当組合では、総代会に限定することなく、顧客満足度アンケー
トや日常の営業活動を通じて、総代や組合員の皆さまとのコミュ
ニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでいます。

令和 3年度　経営環境・事業概況

総代会について
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総代会について

■総代会の決議事項等の議事概要
　第67期通常総代会（令和 4年 6月22日開催）では、次の事項が付議され、それぞれ原案どおり承認可決されました。
【報告事項】
　　　 1 .監事監査報告
　　　 2 .第67期（令和 3年度）事業報告および貸借対照表、損益計算書報告の件

【議決事項】
　　　第 1号議案　第67期（令和 3年度）剰余金処分案承認の件
　　　第 2号議案　第68期（令和 4年度）事業計画及び収支予算書案承認の件
　　　第 3号議案　役員（理事・監事）選退任の件
　　　第 4号議案　退任役員に対する退職慰労金贈呈の件
　　　第 5号議案　組合員除名の件

■総代の選挙区・定数・総代数� （単位：人）

業務区域 選挙区 選挙地区名 定数 総代数

本 店 第 1区 佐賀市
（諸富町、川副町除く） 25 24

神 埼 支 店 第 2区
神埼市
神埼郡
三養基郡（基山町除く）

30 30

小 城 支 店 第 3区
小城市
多久市
杵島郡江北町大字惣領分

30 29

諸 富 支 店 第 4区 佐賀市諸富町
川副町 10 10

鳥 栖 支 店 第 5区 鳥栖市
三養基郡基山町 5 4

県 庁 支 店 第 6区 県庁職員等 5 5

合　　　計 105 102

令和4年6月22日現在
※総代氏名は、各営業店の窓口に備え置きしております。
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	 貸借対照表	 （単位：千円）

科　　　目 金　　　額
（資　産　の　部） 令和 2年度 令和 3年度

現 金 664,899 564,826
預 け 金 16,214,937 17,862,506
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

有 価 証 券 20,076,932 20,150,858
国 債 507,840 503,660
地 方 債 3,721,131 3,551,709
短 期 社 債 ― ―
社 債 7,662,890 6,608,630
株 式 116,750 116,750
そ の 他 の 証 券 8,068,320 9,370,109

貸 出 金 31,413,895 31,837,045
割 引 手 形 115,844 211,966
手 形 貸 付 2,537,769 2,749,657
証 書 貸 付 27,951,268 28,217,179
当 座 貸 越 809,013 658,242

外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 477,284 415,897
未 決 済 為 替 貸 3,751 5,716
全 信 組 連 出 資 金 288,000 288,000
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 56,778 51,466
先物取引差入証拠金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
保 管 有 価 証 券 等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等差入担保金 ― ―
リー ス 投 資 資 産 ― ―
そ の 他 の 資 産 128,755 70,714

有 形 固 定 資 産 673,515 687,873
建 物 243,122 265,597
土 地 380,593 380,593
リ ー ス 資 産 3,654 2,436
建 設 仮 勘 定 ― ―
その他の有形固定資産 46,144 39,246

無 形 固 定 資 産 1,439 9,476
ソ フ ト ウ ェ ア 1,339 9,375
の れ ん ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
その他の無形固定資産 100 100

前 払 年 金 費 用 ― ―
繰 延 税 金 資 産 ― ―
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 40,219 22,166
貸 倒 引 当 金 △ 190,747 △ 90,805

（うち個別貸倒引当金） (△ 136,745) (△ 52,822)

資 産 の 部 合 計 69,372,377 71,459,845

科　　　目 金　　　額
（負　債　の　部） 令和 2年度 令和 3年度

預 金 積 金 65,222,664 65,959,652
当 座 預 金 301,541 411,624
普 通 預 金 18,124,676 17,636,802
貯 蓄 預 金 ― ―
通 知 預 金 ― ―
定 期 預 金 43,656,916 44,787,192
定 期 積 金 3,009,035 2,984,590
そ の 他 の 預 金 130,494 139,442

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 ― 1,600,000

借 入 金 ― 1,600,000
当 座 借 越 ― ―
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引受入担保金 ― ―
コ マー シャ ル・ペー パー ― ―
外 国 為 替 ― ―

外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 178,670 188,495
未 決 済 為 替 借 4,869 5,834
未 払 費 用 30,007 35,493
給 付 補 塡 備 金 7,600 6,346
未 払 法 人 税 等 21,820 13,359
前 受 収 益 32,710 35,474
払 戻 未 済 金 ― ―
職 員 預 り 金 66,801 66,783
先物取引受入証拠金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等受入担保金 ― ―
リ ー ス 債 務 3,654 2,436
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 11,205 22,767

賞 与 引 当 金 24,000 24,500
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 98,562 99,718
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 79,120 82,730
睡眠預金払戻損失引当金 28,562 28,757
偶 発 損 失 引 当 金 13,402 5,654
繰 延 税 金 負 債 219,061 110,992
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 40,219 22,166
負 債 の 部 合 計 65,904,263 68,122,666
（純　資　産　の　部）

出 資 金 401,503 400,749
普 通 出 資 金 401,503 400,749
優 先 出 資 金 ― ―
そ の 他 の 出 資 金 ― ―

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
資 本 剰 余 金 ― ―

資 本 準 備 金 ― ―
そ の 他 資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 2,466,581 2,617,588
利 益 準 備 金 395,702 401,503
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,070,879 2,216,085
特 別 積 立 金 1,940,000 2,040,000

（うち経営安定積立金） 850,000 950,000
当 期 未 処 分 剰 余 金 130,879 176,085

自 己 優 先 出 資 ― ―
自己優先出資申込証拠金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 2,868,084 3,018,337
その他有価証券評価差額金 600,029 318,840
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土 地 再 評 価 差 額 金 ― ―
評 価・換 算 差 額 等 合 計 600,029 318,840
純 資 産 の 部 合 計 3,468,113 3,337,178
負債及び純資産の部合計 69,372,377 71,459,845

経理・経営内容



5

貸借対照表の注記事項
1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、
表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
ただし、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っており
ます。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

3．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年 4 月 1
日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　15年～39年　　　　　その他　　 3年～20年

なお、取得価格10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、 3年均等償却
しております。

4．無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては、当組合内における利用可能期間（ 5年）に基づいて償却しております。

5．「所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、
リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額につい
ては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外
のものは零としております。

6．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
	 日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第 4 号「銀行等金融機関の資産の自
己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和 2年10月 8 日）
に規定する正常先債権及び要管理先以外の要注意先債権に相当する債権については、
主として今後 1年間の予想損失額を見込んで計上しており、要管理先債権に相当する
債権については、今後 3 年間の予想損失額を見込んで計上しております。これらの予
想損失額は、 1年間又は 3 年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間
における平均値に基づき損失率を求め、必要に応じてこれに将来見込み等修正を加え
て算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め
る額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を
計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定
部署が資産査定を実施しております。

7．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

8．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型企
業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算
することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理し
ております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当組合
の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
⑴制度全体の積立状況に関する事項（令和 3年 3月31日現在）
年金資産の額� 238,577百万円
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額
� 229,590百万円
差引額� 8,987百万円
⑵制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
（自令和 2年 4月 1日　至令和 3年 3月31日）　0.339％
⑶補足説明
当組合が加入していた全国信用組合厚生年金基金は令和 3年 2 月23日付で代行返上・
DB 移行に係る厚生労働大臣の認可を受け令和 3年 3 月 1 日付で解散しました。また、
同日に全国信用組合企業年金基金が設立され、当組合は全国信用組合企業年金基金に
加入しました。
全国信用組合企業年金基金は令和 3年 3 月 1 日に設立され、令和 2年度の財政決算報
告書を作成していないため、上記⑴の金額は、全国信用組合厚生年金基金の令和 2年
3 月31日現在の決算値を基に令和 2年12月に厚生労働大臣宛に確定給付企業年金制度
への許可申請を行ったものを使用しております。
上記⑴の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高15,766百万円及び
別途積立金24,753百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間
12年の元利均等償却であり、当組合は当事業年度の計算書類上、特別掛金の費用処理
はございません。
なお、上記⑵の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しません。

9．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、「役員退職手当
支給に関する内規」に基づき、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち当事業年
度末までに発生していると認められる額を計上しております。

10．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額
を計上しております。

11．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に備えるため、
将来の負担金支出見込額を計上しております。

12．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額� 46百万円
13．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　799百万円
14．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に関する
法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の貸出金、「そ
の他資産」中の未収利息及び仮払金の各勘定に計上されるものであります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 68百万円
危険債権額 1,870百万円
三月以上延滞債権額 0百万円
貸出条件緩和債権額 0百万円
合計額 1,938百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続
開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績
が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い
債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延し
ている貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないも
のであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決
めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上
延滞債権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

15．手形割引により取得した、商業手形の額面金額は、211百万円であります。
16．担保に提供している資産は次の通りであります。

担保提供している資産 預 け 金 1,500百万円
有価証券 1,100百万円

担保資産に対応する債務 借 用 金 1,600百万円
上記のほか為替取引のために預け金9,400百万円、全国信用組合保障基金として預け
金296百万円、日本銀行歳入復代理店取引のため預け金10百万円を担保として提供し
ております。

17．出資 1口当たりの純資産額　　8,327円35銭
18．金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理
（ALM）をしております。
⑵金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び
金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
また、変動金利の預金については金利の変動リスクに晒されております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は貸出金稟議規程、管理債権規程及び信用リスクに関する管理諸規定に従い、
貸出金について個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保
の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣
による常務会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信管理
の状況については、管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、経営企画部において、信用情報や時価
の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
ⅰ金利リスクの管理
当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する運用手順書において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記して
おり、法令等遵守・リスク管理等に関する委員会において決定されたALMに関
する方針に基づき、常務会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議
を行っています。
日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、
ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、四半期ベースで理
事会に報告しております。
ⅱ価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、常務会の監督の下、余裕資金運
用規程に従い行われております。このうち、経営企画部では、市場運用商品の購
入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを
通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。経営企画部で保有している株
式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務
状況などをモニタリングしています。
これらの情報は経営企画部を通じ、常務会に定期的に報告されております。
ⅲ市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスク、為替リスク、株価リスク、
信用リスクの影響を受ける主な金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうちの債券、
「有価証券」のうちの投資信託、「有価証券」のうちの株式、「貸出金」及び「預
金積金」です。
当組合では、これらの金融商品につきVaRを用いてリスク量を算定していま
す。VaRリスク量算定にあたっては、分散共分散法（保有期間 3 ヶ月、信頼区
間99％、観測期間 5 年）を採用しています。令和 4 年 3 月末日（当組合決算日）
現在で上記金融商品に係る市場リスク量（損失額の推計値）は、「預け金」で23
百万円、「有価証券」のうちの債券（含仕組預金・貸出）で157百万円、「有価証
券」のうちの投資信託で646百万円、「有価証券」のうち株式で 0百万円、「貸出金」
で80百万円、「預金積金」で△50百万円です。尚、当組合では、モデルが算出す
るVaRと実際の評価損益を比較するバックテスティングを実施しています。令和
3 年度において実施したバックテスティングの結果、使用する計測モデルは十分
な精度により市場リスクを捕捉しているものと認識しています。但し、VaRは過
去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計
測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリス
クは捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、
市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理
しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。なお、一部の金融商品につ
いては、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

19．金融商品の時価等に関する事項
令和 4年 3 月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり
であります（時価等の評価技法（算定方法）については（注 1 ）参照）。なお、市場
価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注 2）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しており、借用金は、短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

⑴　預け金（＊ 1） 17,862 17,889 26
⑵　有価証券
　　　その他有価証券 19,820 19,820 －
⑶　貸出金（＊ 1） 31,837
　　　貸倒引当金（＊ 2） △90

31,746 32,288 542
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金融資産計 69,429 69,997 568
⑴　預金積金（＊ 1） 65,959 65,949 △ 9

金融負債計 65,959 65,949 △ 9
（＊ 1 �） 預け金、貸出金及び預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時

価に代わる金額」を記載しております。
（＊ 2 �） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注 1）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
⑴預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで
現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。
⑵有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ
ております。投資信託は、取引所の価格又は公表されている基準価格によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については20に記載しております。
⑶貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸
倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時
価に代わる金額として記載しております。
①�6 カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、
その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。
②�①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を無
リスク利子率（または市場金利）で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
⑴預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみな
しております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ・
フローを作成し、元利金の合計額を無リスク利子率（または市場金利）で割り引いた
価額を時価とみなしております。

（注 2 ）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 116
全信組連出資金 288
組 合 出 資 金 213
合　計 618

（＊ 1 �）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金
融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和 2年 3月31日）第 5項に基づき、
時価開示の対象とはしておりません。

（＊ 2 �）組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する
会計基準の適用指針」（令和元年 7 月 4 日）第27項に基づき、時価開示の対象と
はしておりません。

20．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには「国債」
「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」が含まれております。以下23まで同様であ
ります。
⑴売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵満期保有目的の債券に区分した有価証券はありません。
⑶その他有価証券� （単位：百万円）

種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの
株　　　式 － － －
債　　　券 9,284 8,817 466
　　国　　債 503 499 4
　　地 方 債 3,551 3,243 308
　　短期社債 － － －
　　社　　債 5,229 5,075 153
そ　の　他 4,495 4,174 321

小　計 13,779 12,992 787
貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの
株　　　式 － － －
債　　　券 1,379 1,401 △22
　　国　　債 － － －
　　地 方 債 － － －
　　短期社債 － － －
　　社　　債 1,379 1,401 △22
そ　の　他 4,660 4,997 △336

小　計 6,040 6,399 △359
合　計 19,820 19,391 428

21．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
22．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

（単位：百万円）
売 却 価 額 売　却　益 売　却　損
606 5 60

23．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額
は次のとおりであります。

（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

債　　券 2,107 1,530 2,121 4,904
　国　債 402 101 － －
　地方債 301 520 534 2,195
　社　債 1,403 909 1,587 2,708
そ の 他 93 2,756 2,082 405

合　　計 2,200 4,287 4,203 5,309
24．手形割引は業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形等は、売却又は担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は211百万円であります。

25．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申
し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約にかかる融資未実行
残高は、6,182百万円であります。
このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものは
6,182百万円であります。なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了する
ものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フロー
に影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があると
きは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることが
できる旨の条件が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続き
に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

26．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりで
あります。
繰延税金資産
減価償却超過額 11百万円
退職給付引当金 27　　　
役員退職慰労引当金 22　　　
その他 26　　　
繰延税金資産小計 88　　　
評価性引当額 △77　　　
繰延税金資産合計 10　　　
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 121　　　
繰延税金負債合計 121　　　

繰延税金負債の純額 110百万円
27．表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和 2年 1 月24日内閣府
令第 3 号）が令和 4 年 3 月31日から施行されたことに伴い、協同組合による金融事業
に関する法律の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

28．重要な会計上の見積り
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、
翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金
�当事業年度に係る計算書類に計上した金額
貸倒引当金 90百万円
�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①見積り金額の算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「貸借対照表の注記事項 6．」に記載しております。また、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響も踏まえ、当組合は見積りに影響を及
ぼす入手可能な情報を債務者区分に反映し、貸倒引当金を計上しております。
②見積りの算出に用いた主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得
能力を個別に評価し、設定しております。
また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済への影響は今後当面続くも
のと想定しております。当該想定の範囲内で、債務者の状況によってその程度は異
なるものの、貸出金等の信用リスクに影響があるとの仮定に基づいて債務者区分を
決定し貸倒引当金を計上しております。
③翌事業年度の計算書類に与える影響
新型コロナウイルス感染症の状況を含む債務者の経営環境等の変化により、当初の
見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引
当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

29．会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和 2 年 3 月31日。以下、「収
益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処理
を税込方式から税抜方式へ変更しております。この変更による計算書類への影響は軽
微であります。
なお、収益認識会計基準第89項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期首よ
り前までに税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税
等相当額を控除しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　令和元年 7月 4日。以下、「時
価算定基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項
及び企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（令和元年 7月 4 日）第44- 2
項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、
将来にわたって適用しております。なお、この変更による計算書類への影響はありま
せん。
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科　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
経 常 収 益 956,663 1,018,433

資 金 運 用 収 益 913,546 894,056
貸 出 金 利 息 526,302 524,738
預 け 金 利 息 21,767 24,178
買 入 手 形 利 息 ― ―
コ ー ル ロ ー ン 利 息 ― ―
買 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引受入利息 ― ―
有価証券利息配当金 355,811 331,329
金利スワップ受入利息 ― ―
そ の 他 の 受 入 利 息 9,665 13,810

役 務 取 引 等 収 益 31,009 27,857
受 入 為 替 手 数 料 16,340 13,213
そ の 他 の 役 務 収 益 14,669 14,643

そ の 他 業 務 収 益 4,444 9,231
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 914 5,797
国 債 等 債 券 償 還 益 ― ―
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 3,530 3,433

そ の 他 経 常 収 益 7,661 87,288
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ― 79,522
償 却 債 権 取 立 益 6,988 ―
株 式 等 売 却 益 622 ―
金 銭 の 信 託 運 用 益 ― ―
そ の 他 の 経 常 収 益 50 7,765

経 常 費 用 851,790 818,419
資 金 調 達 費 用 35,025 34,160
預 金 利 息 30,199 31,459
給付補塡備金繰入額 4,155 2,715
譲 渡 性 預 金 利 息 ― ―
借 用 金 利 息 △ 1,301 △ 1,997
売 渡 手 形 利 息 ― ―
コ ー ル マ ネ ー 利 息 ― ―
売 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引支払利息 ― ―
コマーシャル・ペーパー利息 ― ―
金利スワップ支払利息 ― ―
そ の 他 の 支 払 利 息 1,972 1,983

役 務 取 引 等 費 用 48,962 46,096
支 払 為 替 手 数 料 7,573 6,137
そ の 他 の 役 務 費 用 41,388 39,959

そ の 他 業 務 費 用 42,263 64,076
外 国 為 替 売 買 損 ― ―
商品有価証券売買損 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 損 42,262 60,517
国 債 等 債 券 償 還 損 ― 2,752
国 債 等 債 券 償 却 ― ―
金 融 派 生 商 品 費 用 ― ―
そ の 他 の 業 務 費 用 0 806

経 費 643,801 664,568
人 件 費 421,875 425,735
物 件 費 212,474 211,902
税 金 9,451 26,930

そ の 他 経 常 費 用 81,738 9,517
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 39,830 ―
貸 出 金 償 却 5 928
株 式 等 売 却 損 ― ―
株 式 等 償 却 ― ―
金 銭 の 信 託 運 用 損 ― ―
そ の 他 資 産 償 却 ― ―
そ の 他 の 経 常 費 用 41,903 8,588

経 常 利 益 104,872 200,013

科　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
特 別 利 益 9,226 ―

固 定 資 産 処 分 益 ― ―
負 の の れ ん 発 生 益 ― ―
金融商品取引責任準備金取崩額 ― ―
そ の 他 の 特 別 利 益 9,226 ―

特 別 損 失 1,789 117
固 定 資 産 処 分 損 1,789 117
減 損 損 失 ― ―
金融商品取引責任準備金繰入額 ― ―
そ の 他 の 特 別 損 失 ― ―

税 引 前 当 期 純 利 益 112,308 199,896
法人税、住民税及び事業税 21,820 33,471
法 人 税 等 調 整 額 △ 10,366 △ 553
法 人 税 等 合 計 11,454 32,918
当期純利益（又は当期純損失） 100,854 166,977
繰 越 金（当 期 首 残 高） 30,024 9,107
経 営 安 定 積 立 金 取 崩 額 ― ―
当 期 未 処 分 剰 余 金 130,879 176,085
注 1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記につ

いては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
　 2．出資 1口当りの当期純利益410円42銭

科　　　目 令和 2年度 令和 3年度
当期未処分剰余金 130,879 176,085
積 立 金 取 崩 額 ― ―
剰 余 金 処 分 額 121,771 165,692

利 益 準 備 金 5,801 ―
普通出資に対する配当金 15,970 15,692

（年 4 ％の割合） （年 4 ％の割合）
優先出資に対する配当金 ― ―

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）
事業の利用分量に対する配当金 ― ―

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）
特 別 積 立 金 100,000 150,000
（うち経営安定積立金） 100,000 150,000
繰越金（当期末残高） 9,107 10,392

	 剰余金処分計算書	 （単位：千円）

科　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
資 金 運 用 収 益 913,546 894,056
資 金 調 達 費 用 35,025 34,160

資 金 運 用 収 支 878,521 859,895
役 務 取 引 等 収 益 31,009 27,857
役 務 取 引 等 費 用 48,962 46,096

役 務 取 引 等 収 支 △ 17,952 △ 18,239
そ の 他 業 務 収 益 4,444 9,231
そ の 他 業 務 費 用 42,263 64,076

そ の 他 の 業 務 収 支 △ 37,818 △ 54,845
業 務 粗 利 益 822,750 786,810
業 務 粗 利 益 率 1.19% 1.06%
業 務 純 益 173,499 132,772
実 質 業 務 純 益 189,348 132,772
コ ア 業 務 純 益 230,697 190,245
コア業務純益（投資信託解約損益を除く。） 157,226 147,027

（注） 1．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100
　　  2 ．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
　　  3 ．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　  4 ．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

	 業務粗利益及び業務純益等	 （単位：千円）

	 損益計算書	 （単位：千円）

経理・経営内容
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項　　　目 令和 2年度 令和 3年度
人 件 費 421,875 425,735

報 酬 給 料 手 当 327,975 348,254
退 職 給 付 費 用 15,651 11,761
そ の 他 78,248 65,719

物 件 費 212,474 211,902
事 務 費 108,878 106,546
固 定 資 産 費 38,172 34,865
事 業 費 16,347 19,299
人 事 厚 生 費 2,343 2,750
有形固定資産償却 24,904 27,547
無形固定資産償却 1,664 1,553
そ の 他 20,164 19,339

税 金 9,451 26,930
経 費 合 計 643,801 664,568

区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
経 常 収 益 878,846 977,816 950,097 956,663 1,018,433
経 常 利 益 154,452 139,615 146,454 104,872 200,013
当 期 純 利 益 151,612 131,204 130,198 100,854 166,977
預 金 積 金 残 高 58,903,419 62,980,334 60,382,662 65,222,664 65,959,652
貸 出 金 残 高 28,035,511 29,457,647 28,950,112 31,413,895 31,837,045
有 価 証 券 残 高 18,616,164 19,834,489 19,964,036 20,076,932 20,150,858
総 資 産 額 62,625,734 66,998,539 64,015,977 69,372,377 71,459,845
純 資 産 額 3,095,294 3,328,036 3,093,142 3,468,113 3,337,178
自己資本比率（単体） 9.64％ 8.79％ 8.61％ 8.58％ 8.19％
出 資 総 額 327,944 373,409 395,702 401,503 400,749
出 資 総 口 数 327,944口 373,409口 395,702口 401,503口 400,749口
出資に対する配当金 4％ 4％ 4％ 4％ 4％
職 員 数 75人 69人 71人 70人 72人
（注） 1．残高計数は期末日現在のものです。
　 　 2 .「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

科　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
役 務 取 引 等 収 益 31,009 27,857

受 入 為 替 手 数 料 16,340 13,213
そ の 他 の 受 入 手 数 料 14,661 14,625
その他の役務取引等収益 8 17

役 務 取 引 等 費 用 48,962 46,096
支 払 為 替 手 数 料 7,573 6,137
そ の 他 の 支 払 手 数 料 30,907 29,246
その他の役務取引等費用 10,481 10,712

項　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
受 取 利 息 の 増 減 33,908 △ 19,490
支 払 利 息 の 増 減 △ 15,237 △ 864

科 目 年 度 平均残高 利 息 利 回 り
資 金 運 用
勘 定

令和 2年度 69,135百万円 913,546千円 1.32％

令和 3年度 73,535 894,056 1.21
う ち
貸 出 金

令和 2年度 30,329 526,302 1.73
令和 3年度 30,924 524,738 1.69

う ち
預 け 金

令和 2年度 19,019 21,767 0.11
令和 3年度 23,098 24,178 0.10

う ち
有 価 証 券

令和 2年度 19,499 355,811 1.82
令和 3年度 19,223 331,329 1.72

資 金 調 達
勘 定

令和 2年度 67,172 35,025 0.05
令和 3年度 71,594 34,160 0.04

う ち
預 金 積 金

令和 2年度 65,800 34,354 0.05
令和 3年度 70,315 31,459 0.04

う ち
譲 渡 性 預 金

令和 2年度 ― ― ―
令和3年度 ― ― ―

う ち
借 用 金

令和 2年度 1,301 △ 1,301 △ 0.09
令和 3年度 1,209 △ 1,997 △ 0.16

	 経費の内訳	 （単位：千円） 	 受取利息および支払利息の増減	 （単位：千円）

	 役務取引の状況	 （単位：千円）

	 主要な経営指標の推移	 （単位：千円）

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

経理・経営内容
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百万円 貸出金残高

4

6

8

10

12

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

自己資本比率（単体）
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	 自己資本の構成に関する事項	 （単位：百万円）

経理・経営内容

項　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目（１）
普 通 出 資 又 は 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 に 係 る 組 合 員 勘 定 又 は 会 員 勘 定 の 額 2,852 3,002

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 401 400
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 2,466 2,617
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額（△） 15 15
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 54 37
う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 54 37
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―
公 的 機 関 に よ る 資 本 の 増 強 に 関 す る 措 置 を 通 じ て 発 行 さ れ た 資 本
調 達 手 段 の 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 45％ に 相 当
す る 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額（イ） 2,906 3,040
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 1 6

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
う ち、の れ ん 及 び モー ゲー ジ・サー ビ シ ン グ・ラ イ ツ に 係 る も の 以 外 の 額 1 6

繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く。） の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負 債 の 時 価 評 価 に よ り 生 じ た 時 価 評 価 差 額 で あ っ て 自 己 資 本 に 算 入 さ れ る 額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く。）の 額 ― ―
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 1 0 ％ 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 5 ％ 基 準 超 過 額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額（ロ） 1 6
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額（（イ）－（ロ））（ハ） 2,905 3,033
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等（３）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 32,332 35,411

う ち、経 過 措 置 に よ り リ ス ク・ア セッ ト の 額 に 算 入 さ れ る 額 の 合 計 額 ― ―
う ち、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ― ―
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を ８パ ー セ ン ト で 除 し て 得 た 額 1,519 1,610
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額（ニ） 33,852 37,022
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率（（ハ）／（ニ）） 8.58％ 8.19％

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の 2 の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組
合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出してお
ります。なお、当組合は国内基準を採用しております。
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種　類
令和 2年度 令和 3年度

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 時　　価 差　　額

時 価 が 貸 借 対 照 表 計 上 額 を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 200 204 3 ― ― ―
小 計 200 204 3 ― ― ―

時 価 が 貸 借 対 照 表 計 上 額 を
超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ― ― ―

合　　　　　　計 200 204 3 ― ― ―
（注） 1．時価は、当事業年度における市場価格等に基づいております。
　　 2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

	 満期保有目的の債券	 （単位：百万円）

	 市場価格のない株式等及び組合出資金	 （単位：百万円）

項　　　目
令和 2年度 令和 3年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ―
非 上 場 株 式 116 116
組 合 出 資 金 208 213
全 信 組 連 出 資 金 288 288

合　　　　　　計 613 618

有価証券の時価等情報

経 理 ・ 経 営 内 容

該当ありません。

売買目的有価証券 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当ありません。

区　　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.15 0.27
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.14 0.23

（注）　�総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を
除く）平均残高× 100

	 総資産利益率	 （単位：％）

区　　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度
資 金 運 用 利 回（ａ） 1.32 1.21
資 金 調 達 原 価 率（ｂ） 0.99 0.96
総 資 金 利 鞘（ａ－ｂ） 0.33 0.25

（注）1．資金運用利回＝資金運用収益／資金運用勘定計平均残高× 100
　　 2．�資金調達原価率＝資金調達費用−金銭の信託運用見合費用＋経費／資金調達

勘定計平均残高× 100

	 総資金利鞘等	 （単位：％）

該当ありません。

先物取引の時価情報

区　　　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度

預 貸 率
（期　　末） 48.16 48.26
（期中平均） 46.09 43.97

預 証 率
（期　　末） 30.78 30.55
（期中平均） 29.63 27.33

（注） 1．預貸率＝貸出金／預金積金＋譲渡性預金× 100
　　 2．預証率＝有価証券／預金積金＋譲渡性預金× 100

	 預貸率及び預証率	 （単位：％）

該当ありません。

オフバランス取引の状況
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種　類
令和 2年度 令和 3年度

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 11,308 10,727 581 9,284 8,817 466
国　　　債 507 498 9 503 499 4
地 方 債 3,721 3,352 368 3,551 3,243 308
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 7,079 6,876 203 5,229 5,075 153

そ の 他 5,969 5,582 386 4,495 4,174 321
小 計 17,277 16,309 968 13,779 12,922 787

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え な い も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 583 602 △ 19 1,379 1,401 △ 22
国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 583 602 △ 19 1,379 1,401 △ 22

そ の 他 1,898 2,018 △ 119 4,660 4,997 △ 336
小 計 2,482 2,620 △ 138 6,040 6,399 △ 359

合　　　　　　　　　計 19,759 18,930 829 19,820 19,391 428
（注） 1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等にもとづいております。
　　 2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

金 銭 の 信 託

	 その他有価証券	 （単位：百万円）

該当ありません。

運用目的の金銭の信託

該当ありません。

満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

その他の金銭の信託
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区　　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高 8,152 8,244
１ 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高 3,926 3,979

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

項　　　目 令和 2年度 令和 3年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 0 5
国 債 等 債 券 償 還 益 ― ―
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 3 3
そ の 他 業 務 収 益 合 計 4 9 区　　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末

職 員 １ 人 当 り の 預 金 残 高 931 916
職員 １ 人当りの貸出金残高 448 442

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

種　　目 令和 2年度 令和 3年度
金　額 構成比 金　額 構成比

流 動 性 預 金 17,788 27.0 18,187 27.6
定 期 性 預 金 48,012 73.0 47,771 72.4
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
その他の預金 ― ― ― ―
合 計 65,800 100.0 65,959 100.0

項　　目 令和 2年度末 令和 3年度末
財 形 貯 蓄 残 高 123 113

区　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
金　額 構成比 金　額 構成比

個 人 40,320 61.8 41,276 62.6
法 人 24,902 38.2 24,683 37.4

一 般 法 人 13,631 20.9 13,253 20.1
金 融 機 関 17 0.0 14 0.0
公 金 11,253 17.3 11,415 17.3

合 計 65,222 100.0 65,959 100.0

区　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 43,044 44,230
変 動 金 利 定 期 預 金 59 58
そ の 他 の 定 期 預 金 553 497
合 計 43,656 44,787

科　　目
令和 2年度 令和 3年度

金　額 構成比 金　額 構成比
割 引 手 形 160 0.5 130 0.4
手 形 貸 付 2,275 7.5 2,295 7.4
証 書 貸 付 26,908 88.7 27,814 90.0
当 座 貸 越 984 3.3 683 2.2
合 計 30,329 100.0 30,924 100.0

区　　分
令和 2年度 令和 3年度

金 額 構成比 金 額 構成比
国 債 497 2.6 498 2.6
地 方 債 3,399 17.4 3,323 17.3
短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 7,750 39.7 6,891 35.9
株 式 119 0.6 116 0.6
外 国 証 券 1,497 7.7 1,329 6.9
その他の証券 6,234 32.0 7,063 36.7
合 計 19,499 100.0 19,223 100.0

（注）　当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

経理・経営内容

資 金 運 用

資 金 調 達

	 その他業務収益の内訳	 （単位：百万円） 	 1 店舗当りの預金及び貸出金残高	 （単位：百万円）

	 預金種目別平均残高	 （単位：百万円、％）

	 職員 1 人当りの預金及び貸出金残高	 （単位：百万円）

	 財形貯蓄残高	 （単位：百万円）

	 預金者別預金残高	 （単位：百万円、％）

	 貸出金種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

	 定期預金種類別残高	 （単位：百万円）

	 有価証券種類別平均残高	 （単位：百万円、％）



13

区　　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
令和 2年度末 ― 507 ― ―
令和 3年度末 402 101 ― ―

地 方 債
令和 2年度末 100 614 759 2,246
令和 3年度末 301 520 534 2,195

短期社債
令和 2年度末 ― ― ― ―
令和 3年度末 ― ― ― ―

社 債
令和 2年度末 1,708 2,342 1,689 1,922
令和 3年度末 1,403 909 1,587 2,708

株 式
令和 2年度末 ― ― ― ―
令和 3年度末 ― ― ― ―

外国証券
令和 2年度末 100 482 406 418
令和 3年度末 ― 301 580 405

そ の 他
の 証 券

令和 2年度末 24 871 2,664 ―
令和 3年度末 93 2,454 1,502 ―

合 計
令和 2年度末 1,933 4,819 5,520 4,587
令和 3年度末 2,200 4,287 4,203 5,309

業　種　別
令和 2年度 令和 3年度

金　額 構成比 金　額 構成比
製 造 業 1,132 3.61 1,199 3.77
農 業 、 林 業 43 0.13 39 0.12
漁 業 97 0.31 94 0.30
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―
建 設 業 4,011 12.77 3,806 11.96
電気、ガス、熱供給、水道業 270 0.86 244 0.77
情 報 通 信 業 26 0.08 16 0.05
運 輸 業 、 郵 便 業 1,223 3.90 1,314 4.13
卸 売 業 、 小 売 業 2,160 6.88 2,042 6.42
金 融 業 、 保 険 業 311 0.99 310 0.97
不 動 産 業 5,843 18.60 6,342 19.92
物 品 賃 貸 業 62 0.20 42 0.13
学術研究、専門・技術サービス業 35 0.11 34 0.11
宿 泊 業 242 0.77 239 0.75
飲 食 業 1,153 3.67 1,183 3.72
生活関連サービス業、娯楽業 599 1.91 554 1.74
教 育、 学 習 支 援 業 260 0.83 245 0.77
医 療 、 福 祉 341 1.09 319 1.00
そ の 他 の サ ー ビ ス 2,692 8.57 2,452 7.70
そ の 他 の 産 業 246 0.79 220 0.69
小 計 20,754 66.07 20,702 65.02
地 方 公 共 団 体 4,574 14.56 4,690 14.74
個人（住宅・消費・納税資金等） 6,084 19.37 6,443 20.24
合 計 31,413 100.00 31,837 100.00
（注）�業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

区　　　分 金　額 構成比 債務保証見返額

当組合預金積金
令和 2年度末 360 1.1 11
令和 3年度末 340 1.0 8

有 価 証 券
令和 2年度末 0 ― ―
令和 3年度末 0 ― ―

動 産
令和 2年度末 100 0.3 ―
令和 3年度末 100 0.3 ―

不 動 産
令和 2年度末 12,394 39.5 ―
令和 3年度末 13,256 41.6 13

そ の 他
令和 2年度末 ― ― 28
令和 3年度末 ― ― 0

小 計
令和 2年度末 12,855 40.9 39
令和 3年度末 13,696 43.0 21

信用保証協会・
信 用 保 険

令和 2年度末 6,265 20.0 ―
令和 3年度末 5,935 18.6 ―

保 証
令和 2年度末 3,817 12.1 ―
令和 3年度末 4,003 12.6 ―

信 用
令和 2年度末 8,475 27.0 ―
令和 3年度末 8,201 25.8 ―

合 計
令和 2年度末 31,413 100.0 39
令和 3年度末 31,837 100.0 21

区　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
固 定 金 利 貸 出 16,570 16,145
変 動 金 利 貸 出 14,843 15,691
合 計 31,413 31,837

区　分
令和 2年度末 令和 3年度末

金　額 構成比 金　額 構成比
消費者ローン 1,814 38.2 1,699 37.1
住 宅 ロ ー ン 2,936 61.8 2,886 62.9
合 計 4,750 100.0 4,585 100.0

区　分
令和 2年度末 令和 3年度末

金　額 構成比 金　額 構成比
運 転 資 金 13,496 43.0 12,805 40.2
設 備 資 金 17,917 57.0 19,031 59.8
合 計 31,413 100.0 31,837 100.0

項　　　目 令和 2年度 令和 3年度
貸 出 金 償 却 額 0 0

項　　　　　目
令和 2年度 令和 3年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 54 16 37 △16
個 別 貸 倒 引 当 金 136 △86 52 △83
貸 倒 引 当 金 合 計 190 △70 89 △99

（注）‌�当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係
る引当は行っておりません。

資 金 運 用

	 有価証券種類別残存期間別残高	 （単位：百万円） 	 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額	（単位：百万円、％）

	 貸出金業種別残高・構成比	 （単位：百万円、％）

	 消費者ローン・住宅ローン残高	 （単位：百万円、％）

	 貸出金金利区分別残高	 （単位：百万円）

	 貸出金使途別残高	 （単位：百万円、％）

	 貸出金償却額	 （単位：百万円）

	 貸倒引当金の内訳	 （単位：百万円）
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	 協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況	 （単位：百万円、％）

区　　　分 残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/（A）

引当率
（C）/（A－B）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
令和 2年度 93 70 22 100.00% 100.00%
令和 3年度 68 66 2 100.00% 100.00%

危 険 債 権
令和 2年度 1,574 808 114 58.58% 14.88%
令和 3年度 1,870 914 50 51.61% 5.29%

要 管 理 債 権
令和 2年度 9 9 0 100.00% 100.00%
令和 3年度 ― ― ― ― ―

三 月 以 上 延 滞 債 権
令和 2年度 0 0 0 0.00% 0.00%
令和 3年度 ― ― ― ― ―

貸 出 条 件 緩 和 債 権
令和 2年度 9 9 0 100.00% 0.00%
令和 3年度 ― ― ― ― ―

小 計
令和 2年度 1,677 888 136 61.11% 17.29%
令和 3年度 1,938 980 52 53.31% 5.51%

正 常 債 権
令和 2年度 29,785
令和 3年度 29,929

合 計
令和 2年度 31,463
令和 3年度 31,868

（注） 1．�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権です。

　　  2 ．�「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権（ １に掲げるものを除く。）です。

　　  3 ．�「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
　　  4 ．�「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（ １及び ２に掲げるものを除く。）です。
　　  5 ．�「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決

めを行った貸出金（ １、 ２及び ４に掲げるものを除く。）です。
　　  6 ．�「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（ １、 ２及び ３に掲げるものを除く。）です。
　　  7 ．�「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　　  8 ．�「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
　　  9 ．�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の

全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第 ２条第 ３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借
又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

　　 10．�金額は決算後（償却後）の計数です。

法令遵守の体制

　当組合は、法令等遵守（コンプライアンス）を経営の最重要課題の一つと位置づけ、コンプライアンス基本方針（社会的責任と公共的使命、法令
やルールの厳格な遵守、地域社会とのコミュニケーション、職員の人権等の尊重等、社会貢献活動及び環境問題への取組み、反社会的勢力との対決）
の下、役職員の行動規範を定め、企業倫理の確立及び法令等の厳格な遵守を組織全体に浸透させることに努めております。
　また、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策についても経営戦略等における重要な課題の一つと位置づけ、その基本方針を定め、犯罪組
織やテロ組織への資金流入を未然に防ぎ、安全で安心な金融サービスを提供できるよう努めております。
　当組合では、法令等遵守（コンプライアンス）体制強化のため、以下の諸施策を実施しております。
　⑴コンプライアンス・プログラム（法令等遵守実施計画）を毎年策定し、それに沿って実施しております。
　⑵コンプライアンス・マニュアルを策定し（随時見直し）、全役職員に配布しています。
　⑶�コンプライアンスの最高責任者を理事長とし、統括部署として法務部を設置し、各部店に法令等遵守責任者および法令等遵守担当者の配置を行

っています。
　⑷�法令等遵守責任者及び担当者を対象とした研修、女子リーダー・渉外職員・新人職員を対象とした研修、各部店における毎月の勉強会等を実施

させ、コンプライアンス教育の強化を図っています。
　⑸監査部の監査項目に法令等遵守に関する項目を盛り込み、法令等遵守体制が適切に機能しているかチェックを行っています。
　⑹�法令等遵守違反があった場合は、速やかに各部店から事故、不祥事件等に係る報告を求め、それにもとづく適切な対策を講じ、再発防止に努め

ています。今後も単なる法令等遵守にとどまらず役職員一人ひとりが、より一層高い規範意識が求められているという自覚をもって、さらなる
コンプライアンスの徹底に努めてまいります。

経 営 内 容
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苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

報酬体系について

リスク管理体制

●苦情処理措置
　ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引のある営業店または法務
部相談窓口にお申し出ください。
　【佐賀東信用組合 法務部相談窓口】0952-30-2114
　受付日：月曜日～金曜日 （祝日および当組合の休業日は除く）
　受付時間：午前 9時～午後 5時
　なお、苦情等対応手続については、お取引先店舗または法務部相談窓
口にお申し出いただくか、当組合ホームページをご覧ください。
　ホームページアドレス　https://www.toshin.shinkumi.jp/
●紛争解決措置
　【東京弁護士会等】
　東京弁護士会　紛争解決センター（電話　03-3581-0031）
　第一東京弁護士会　仲裁センター（電話　03-3595-8588）
　第二東京弁護士会　仲裁センター（電話　03-3581-2249）
　【福岡県弁護士会紛争解決センター】
　天神弁護士センター　　　　　 　（電話　092-741-3208）
　北九州法律相談センター　　　　 （電話　093-561-0360）
　久留米センター　　　　　　　 　（電話　0942-30-0144）
　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会のほか、福岡県弁
護士会が設置運営する紛争解決センターで紛争の解決を図ることも可能で
すので、当組合法務部相談窓口またはしんくみ相談所へお申し出ください。
　また、お客様が直接、東京弁護士会等や福岡県弁護士会紛争解決セン
ターへ申し出ることも可能です。
　なお東京弁護士会等では、東京以外の地域の方々からの申立について、
当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方
法があります。
①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
②現地調停：�東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、

弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、
共同して解決に当たる。

　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　03-3567-2456
　受付日：月曜日～金曜日（祝日および金融機関の休業日は除く）
　受付時間：午前9時～午後5時

●対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事
及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価
として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特
別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。
1．報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】

非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会
において、理事全員及び監事全員それぞれの役位や在任年数等を、
各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当
組合の理事会において決定しております。また、各監事の基本報
酬額及び賞与額につきましては、監事会の協議により決定してお
ります。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、
退任時に総代会で承認を得た後、支払うこととしております。なお、
当組合では全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、a:
決定方法、b支払手段、c決定時期、d支払時期等を規程で定めて
おります。

2．令和3年度における対象役員に対する報酬等の支払総額
区分 支払総額

対象役員に対する報酬等 54,990千円

（注）	 1 ．‌�対象役員に該当する理事は 5名、監事は 2名です（期中に退任した者及び期
中に就任した者は、該当報酬を表示）。

	 2 ．‌�上記の内訳は、「基本報酬」44,370千円、「賞与」3,700千円、「退職慰労金」
6,920千円となっております。

3．その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号
等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等の
業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長
官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第
23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

－ 定性的事項 －
●自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本は、出資金および利益剰余金等により構成されてお
ります。

普 通 出 資 発行主体：佐賀東信用組合
コア資本に係る基礎項目の額に参入された額：400百万円

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことによ
り自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を充分保っていると評価
しております。尚、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲
げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による
資本の積上げを第一義的な施策として考えております。
●信用リスクに関する事項

リスクの説明
信用リスクとは、お取引先の財務状況の悪化などにより、
当組合の資産の価値が減少ないし消失し、損失を受ける
リスクのことをいいます。

管 理 体 制

当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要リ
スクであるとの認識の上、安全性、公共性、流動性、成
長性、収益性の 5 原則に沿った厳正な与信判断を行うべく、
「信用リスク管理規程」、「管理債権規程」等を制定し、信
用リスク管理を徹底して行っております。

評価・計測

信用リスクの評価につきましては、小口多数取引の推進
によるリスク分散の他、与信ポートフォリオ管理により、
特定先特定業種への与信集中を回避すべく、業種別、大
口与信先の管理など、様々な角度からの分析に注力して
おります。信用コストである貸倒引当金は、正確な自己
査定に基づき適正な引当を行っております。

■貸倒引当金の計算基準
　貸倒引当金は、正確な自己査定に基づき算定するとともに、その結果
につきましては、監査法人の監査を受けるなど適正な引当を行っています。
■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の機関を採用
しております。
　・株式会社日本格付研究所　・株式会社格付投資情報センター
　・ムーディーズ・ジャパン　・スタンダード＆プアーズ社
■�エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　エクスポージャーの種類ごとのリスクウェイトの判定に使用する適格
格付機関は採用しておりません。
■�信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当組合は、リスク管理の観点から、お取引先の倒産や財務状況の悪化
などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するために、不動産等担保
や信用保証協会保証による保全措置を講じております。
　ただし、これらはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済財源、
財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行
っております。
　また、判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十分
な説明とご理解を頂いたうえでご契約いただく等、適切な取扱に努めてお
ります。
　信用リスクの削減手法として、当組合が取扱う主な担保には、預金積
金等があり、担保に関する手続きについては、当組合が定める事務規程
等により適切な事務取扱いならびに適正な評価・管理を行っております。
　また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範
囲において、預金相殺等を行う場合がありますが、当組合が定める事務
規程等により適切な取扱いに努めております。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、
特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

●対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の
職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者
のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和3年度において、対象職員等に該当する者はおりません。
（注）	 1 ．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
	 2 ．‌�「同等額」は、令和3年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
	 3 ．‌�職員の給与、賞与及び退職金は、当組合における「給与規程」及び「退職金

規程」に基づき支払っております。なお、当組合は、非営利・相互扶助の協
同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利
益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないた
め、職員が過度のリスクテイクを引き起こす報酬体系ではありません。

経 営 内 容
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■�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに
関するリスク管理の方針及び手続の概要

　派生商品取引および長期決済期間取引は行っておりません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
　証券化取引は行っておりません。

●オペレーショナル・リスクに関する事項
リスクの説明
及 び リ ス ク
管 理 の 方 針

オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、
役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、ま
たは外生的な事象により損失を被るリスクをいいます。

管 理 体 制

当組合はオペレーショナル･リスクについて事務リスク、
システムリスク、法務リスク等を含む幅広いリスクと考
え、規程類の整備、見直しを行い、研修、内部監査等の
機会を通してリスク管理に努めております。

評 価 ・ 計 測
当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士
協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適正
な処理を行っております。

■�オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　基礎的手法を採用しております。

●�出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポー
ジャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項
リスクの説明
及 び リ ス ク
管 理 の 方 針

出資、株式その他これに類するエクスポージャーに関す
るリスクとは、市場経済の変動によって受ける資産価値
や収益性に対するリスクをいいます。

管 理 体 制

上場株式にかかるリスクの認識については、時価評価に
よりリスクを計測し、当組合が抱える市場リスクなどの
状況を定期的に常務会に報告しています。
出資、非上場株式、投資信託については、当組合が定め
る「余裕資金運用規程」や「市場関連リスク管理規程」
などに基づいて、適正に運用・管理しております。

評 価 ・ 計 測
当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士
協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適正
な処理を行っております。

■金利リスクに関する事項
リスクの説明
及 び リ ス ク
管 理 の 方 針

市場における一般的な金利水準の変動に伴って当該金融
資産の価値が変動するリスクのことをいいます。

管 理 体 制

金利リスクの管理については、各種リスク管理規程に基
づき管理しております。具体的には、一定の金利ショッ
クを想定した場合の銀行勘定の金利リスクを計測し、自
己資本に対するリスク量の影響額を把握、定期的に経営
陣へ報告しております。

評 価 ・ 計 測

当組合では、信用組合業界で構築したSKC-ALMシステムを
用いてVaR法により、金利リスクを計測しております。VaR
法とは、過去のデータを使って（観測期間）、一定の期間に（保
有期間）、一定の確率で発生し得る（信頼区間）、最大の損失額
を計測する手法です。
尚、中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針で規定する基
準（バーゼルⅡ第2の柱）で求める金利リスク量算出の為、別
途有価証券に関する金利リスク量を外部委託して計測しており
ます。

●内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
計測手法 ラダー方式を採用しています。

コ
ア
預
金

対象 流動性預金全般（当座、普通等）

算定
方法

つぎの 3つのうち、最小の額を上限としています。
①過去 5年の最低残高
②�過去 5年の最大年間流出量を現残高から差引いた残高
③現残高の50％相当額

満期 5年以内（平均2.5年）
金利感応
資産・負債

預金、貸出金、有価証券、預け金、その他の金利・
期間を有する資産・負債

金利ショック幅 99パーセンタイル値または 1パーセンタイル値
リスク計測の頻度 半　期

●金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

IRRBB 1 ：金利リスク

項番
イ ロ ハ 二

⊿EVE ⊿NII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 1,303 1.164 99 90
2 下方パラレルシフト 0 0 7 5
3 スティープ化 1,184 1,021
4 フラット化 0 0
5 短期金利上昇 452 282
6 短期金利低下 0 0
7 最大値 1,303 1,164 99 90

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 3,033 2,905

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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●自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

令和 2年度 令和 3年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 32,332 1,293 35,411 1,416
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 32,332 1,293 35,411 1,416

（ⅰ）ソブリン向け 612 24 547 21
（ⅱ）金融機関向け 4,098 163 4,629 185
（ⅲ）法人等向け 9,562 382 9,146 365
（ⅳ）中小企業等・個人向け 3,819 152 3,577 143
（ⅴ）抵当権付住宅ローン 242 9 248 9
（ⅵ）不動産取得等事業向け 7,303 292 8,301 332
（ⅶ）三月以上延滞等 93 3 71 2
（ⅷ）出資等 1,851 74 2,124 84

出資等のエクスポージャー 1,851 74 2,124 84
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ）‌�他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及び
その他外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係る
エクスポージャー

― ― ― ―

（ⅹ）‌�信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調
整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 288 11 288 11

（ⅺ）その他 4,461 178 6,466 258
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ― ― ― ―

ルック・スルー方式 ― ― ― ―
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1,250％） ― ― ― ―

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ― ― ―
⑤�他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措
置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 ― ― ― ―

⑥CVAリスク相当額を 8％で除して得た額 ― ― ― ―
⑦中央清算機関関連エクスポージャー 0 0 11 0

ロ．オペレーショナル・リスク 1,519 60 1,499 59
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 33,852 1,354 37,022 1,480

－定量的事項－
◦�自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の構成に関する事項P.9をご

参照ください。
◦�自己資本の充実度に関する事項
◦�信用リスク（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャ

ー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
◦�信用リスク削減手法に関する事項

◦派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該
当ありません

◦証券化エクスポージャーに関する事項…該当ありません
◦出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
◦リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
◦金利リスクに関する事項…P.16をご参照ください

資 料 編

（注）　 1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
　　　 2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　　 3 �．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道

路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央
銀行、信用保証協会等のことです。

　　　 4 �．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金
融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

　　　 5 �．「その他」とは、（i）～（x）に区分されないエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。
　　　 6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近 3 年間のうち正の値の合計額）× 15％

÷ 8％直近 3 年間のうち粗利益が正の値であった年数

　　　 7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× 4％

リスク管理体制
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）� （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー貸出金、コミットメント及びその他のデ
リバティブ以外のオフ・バランス取引 債　　　券 デリバティブ取引

令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度
国 内 67,416 69,805 31,443 31,857 17,858 18,319 ― ― 95 48
国 外 1,308 1,305 ― ― 1,308 1,305 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 68,724 71,110 31,443 31,857 19,166 19,624 ― ― 95 48
製 造 業 1,795 2,154 1,198 1,256 597 897 ― ― ― ―
農 業 、 林 業 51 45 51 45 ― ― ― ― ― ―
漁 業 97 94 97 94 ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 100 ― ― ― 100 ― ― ― ― ―
建 設 業 4,293 4,079 4,193 3,979 100 100 ― ― 7 7
電気・ガス・熱供給・水道業 872 1,046 270 244 601 801 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 126 116 26 16 100 100 ― ― ― ―
運 輸 業、郵 便 業 1,633 1,723 1,233 1,322 400 401 ― ― ― ―
卸 売 業、小 売 業 3,035 2,519 2,231 2,117 803 401 ― ― 32 ―
金 融 業 、 保 険 業 17,713 19,498 314 331 883 1,003 ― ― ― ―
不 動 産 業 7,036 7,423 5,930 6,418 1,106 1,005 ― ― 15 9
物 品 賃 貸 業 62 239 62 239 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 53 1,339 53 1,339 ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 242 51 242 51 ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 1,322 554 1,322 554 ― ― ― ― 11 0
生活関連サービス業、娯楽業 599 42 599 42 ― ― ― ― ― ―
教 育 、 学 習 支 援 業 260 245 260 245 ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 341 319 341 319 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 2,902 2,671 2,902 2,671 ― ― ― ― 4 1
そ の 他 の 産 業 246 220 246 220 ― ― ― ― ― ―
国・地方公共団体等 10,925 10,229 4,574 4,690 6,351 5,538 ― ― ― ―
個 人 5,291 5,655 5,291 5,655 ― ― ― ― 23 29
そ の 他 9,721 10,839 ― ― 8,122 9,373 ― ― ― ―
業 種 別 合 計 68,724 71,110 31,443 31,857 19,166 19,624 ― ― 95 48
１ 年 以 下 19,568 21,105 4,192 4,485 2,128 2,202 ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 7,837 6,154 4,630 3,940 3,006 2,213 ― ―
３ 年 超 ５ 年 以 下 4,474 5,200 2,675 3,067 1,498 2,133 ― ―
５ 年 超 ７ 年 以 下 5,577 4,856 2,316 1,648 3,260 3,207 ― ―
７ 年 超 10 年 以 下 9,047 8,474 6,774 6,920 2,172 1,053 ― ―
10　 年   超 15,517 17,254 10,784 11,727 4,232 5,026 ― ―
期間の定めのないもの ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 6,702 8,064 69 67 2,866 3,787 ― ―
残 存 期 間 別 合 計 68,724 71,110 31,443 31,857 19,166 19,624 ― ―

（注）　 1．�「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミット
メントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　　　 2．�「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している者に係るエクスポージャー
のことです。

　　　 3．�上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分や機関に分類することが
困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。

　　　 4．�CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　　 5．�業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　当組合では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っ
ておりますが、P.13の「一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額」及び次頁の「業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の
残高等」には当該引当金の金額は上記残高等に含めておりません。

信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
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●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� （単位：百万円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

令和 2年度 令和 3年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0 ％ ― 10,357 ― 10,473
10％ ― 6,978 ― 6,444
20％ ― 20,072 ― 21,894
35％ ― 712 ― 734
50％ ― 41 ― 11
75％ 5,110 12,265 4,608 11,636
100％ ― 13,102 ― 15,243
150％ ― 72 ― 48
250％ ― 10 ― 13

1,250％ ― ― ― ―
その他 ― ― ― ―

合　　　　　　　　　　　　　　　　計 5,110 63,613 4,608 66,501
（注）　 1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　　 2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　　 3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

信用リスク削減手法に関する事項

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ
適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ

令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 438 395 21 17 ― ―

（注）　 1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　　   2 ．�上記「保証」には、告示（平成 18 年金融庁告示第 22 号）第 45 条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第 46

条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等� （単位：百万円）

業 種 別
個別貸倒引当金

貸出金償却
期末残高 期中増減額

令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度
製 造 業 ― 14 ― 14 ― ―
農 業 、 林 業 ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ― ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、郵 便 業 7 2 7 △ 4 ― ―
卸 売 業、小 売 業 22 2 △ 11 △ 19 ― 0 
金 融 業、保 険 業 ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 18 3 △ 32 △ 14 ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 0 0 0 0 ― ―
飲 食 業 32 9 △ 68 △ 23 33 ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ―
教育、学習支援業 ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 5 1 △ 10 △ 3 ― ―
その他のサービス 31 9 31 △ 22 ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ―
国・地方公共団体等 ― ― ― ― ― ―
個 人 17 7 △ 3 △ 10 0 ―
合 計 136 52 △ 86 △ 83 33 0

（注）　 1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　　 2．�業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。



20

地域に貢献する信用組合の経営姿勢

　当組合は、佐賀県東部を営業区域（佐賀県職員については佐賀県一円）とし、
地区内の中小零細企業者や住民が組合員となって、お互いに助け合い、発展
していくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組合組織金融機
関です。
　中小零細業者や住民一人ひとりの顔が見えるきめ細かな取引を基本として
おり、常に顧客の事業の発展や生活の質の向上に貢献するため、組合員の利
益を第一に考える事を活動の基本としております。
　また、地域社会の一員として、当組合の経営資源を活用し、地域社会の生
活の質や文化の向上に積極的に取り組んでおります。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　該当ありません。

証券化エクスポージャーに関する事項

　該当ありません。

●貸借対照表計上額及び時価等� （単位：百万円）

区　　分
令和 2年度 令和 3年度

貸借対照表
計上額 時　　価 貸借対照表

計上額 時　　価

上 場 株 式 等 2,517 2,517 4,067 4,067
非上場株式等 4,306 4,306 4,420 4,420
合 計 6,824 6,824 8,488 8,488

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）
令和 2年度 令和 3年度

売 却 益 ― ―
売 却 損 ― ―
償 却 ― ―

（注）�損益計算書における損益の額を記載しております。

●�貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない
評価損益の額� （単位：百万円）

令和 2年度 令和 3年度
評 価 損 益 245 12

（注）�「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損
益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　該当ありません。

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項�（単位：百万円）
令和 2年度 令和 3年度

ルッ ク・ス ルー 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポー ジャー ― ―
マ ン デー ト 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポー ジャー ― ―
蓋 然 性 方 式（ 250%）を 適 用 す る エ ク ス ポー ジャー ― ―
蓋 然 性 方 式（ 400%）を 適 用 す る エ ク ス ポー ジャー ― ―
フォールバック方式（1,250%）を適用するエクスポージャー ― ―

地 域 貢 献

融資を通じた地域貢献

①�中小企業・小規模事業者および個人の皆さまの資金需要に積極的にお応え
するため、事業性のご融資、住宅ローンや各種個人ローンのほか、信用保
証協会保証付県市町村制度融資、商工会議所をはじめとする各外部団体と
の連携にも取組んでおります。
②�令和 3 年 8 月の大雨災害の被災及び影響を受けられた方への支援として、
消費者ローンの融資金利の優遇を行いました。
③�事業者の方には、｢経営者保証に関するガイドライン｣ や事業性評価による
保証人無し取組で地域活性化に繋がるように努力しております。

預金を通じた地域貢献

①�「ふるさと子育て応援！とうしんカルガモ定期預金」を発売。まち・ひと・
しごと創生に関する連携協定締結自治体（5市 4町）へ、定期預金契約額の
0.05％を寄付しました。
②�年金を当組合にて受取られている方に、定期預金の金利上乗せを実施して
います。
③�当組合の組合員の方に、定期積金の金利上乗せを実施しています。
④�「子育て応援定期預金『みらい』」を満 18 歳以下のお子様の保護者の方対
象に販売しました。

取引先への支援状況等

（創業・新事業者への支援）
　�　経営革新等認定支援機関として商工会議所をはじめとする外部団体と連
携し支援を取組しています。
　�　事業性評価活用での事業資金推進を取組しております。

地域活性化につながる多様なサービスの提供

●文化的・社会的貢献やその他地域貢献に関する取組み
　�　「まち・ひと・しごと」の創生及び好循環を確立することで、人口減少問題の
克服及び地域経済の活力維持目的として、当組合営業エリアにある全ての自治体
5市 4町と「まち・ひと・しごとの創生に関する連携協定」を締結しております。

●地域貢献に資する預金・融資商品の提供
　①�　「子育て応援定期預金『みらい』」を満18歳以下のお子様の保護者の方対象
への販売に伴い、チラシの表面は商品内容を掲載し、裏面は「まち・ひと・し
ごと創生に関する連携協定」締結自治体（5市 4町）の各市町独自の子育て
支援に関する内容を掲載し、チラシは当組合で作成しました。

　②�　住宅購入者の若年齢化や住宅価格の上昇による長期間での借入金返済需要
の高まりを受けて、融資期間の基準を延ばしました。

地域・業域・職域サービスの充実

（1）店舗・ATMの設置　
　　営業地域内に 6店舗を配しATM5 台を設置しております。
　�　お取引先の利便性を図るために全国の銀行、信用金庫、労働金庫、農・
漁協、ゆうちょ銀行、セブン銀行との間に相互利用契約を結び、コンビニ
エンスストアを含むどこのATMからでも預金のお引出が可能です。
　�　また、セブン銀行のＡＴＭ取扱時間を延長し、正月三が日を含め夜 10 時
までご利用いただけるようになりました。

（2）情報提供活動
　�　当組合独自の情報誌の提供はありませんが、業界情報誌「ボン・ビバーン」
を隔月に店頭に備置きする等して情報提供の一環としております。

（3）通帳・カード等の紛失時の ２４ 時間受付
　　　電話番号　047-498-0151
（4）年金・法律・税務相談会等の開催
　�　組織だった開催はしておりませんが、個別に相談されたものについては
顧問弁護士や税理士等を紹介しております。

（5）苦情相談窓口の設置
　�　当組合では、お客様からのご要望にお応えするために「窓口」を法務部
に設置しておりますので、信用組合業務に関してお困りの事やご意見・ご
要望がございましたらご遠慮なくお申し付けください。
　　　電話番号　0952-30-2114　法務部
　　　受付時間　�毎週月曜日から金曜日（祝祭日を除く）午前9時から午後 5時まで

文化的・社会的貢献に関する活動

　当組合は、社会的貢献活動を次のとおり行なっております。
●地域行事への参加及びボランティア活動
　①�　地元金融機関として、「栄の国まつり」をはじめ「長崎街道宿場祭り」
「シャンシャン祭り」「鳥栖山笠」「地区のグランドゴルフ大会協賛」など、
各種地域行事への参加を行っております。

　②�　清掃活動
　　�　環境美化運動の一環として、店周の清掃活動（全店舗）のほか、県下
一斉の清掃の日の「清掃活動」にも参加しております。

　③�　9 月 3 日のしんくみの日（しんくみ週間）に合わせて、店頭にて「花の
種」の配布を行っております。また、9月 3日に本店駐車場において献血
車を配し、献血を行っており、多くの皆様にご協力をいただいております。
その他、使用済み切手を収集し、（JOCS）へ寄贈いたしました。

　④��　ピーターパンカード利用による物品購入の売上金の中から還付される
金員を、佐賀善意銀行を通じて恵まれない子供たちへの指定預託（オリ
コと佐賀県信用組合協会との連名）を毎年行っております。

　⑤　こども食堂
　　�　毎月19日、佐賀市の公民館で開催されているこども食堂へ協賛し、文具、
玩具等を提供しています。

出資等エクスポージャーに関する事項
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■お客様の声を踏まえて
　「やや満足」を含む満足度は全体で88.8％と高い評価を得ています。
しかし、「障がい者・高齢者への対応実施」については「知らない」が
67.1％と今後、周知活動を強化しなければならないと考えております。
　これらの調査結果は全営業店に配布し、改善取組を実施してまいります。

　多くの貴重なご意見、ご要望をありがとうございました。今後も、お
客様の期待にこれまで以上にお答えできるよう心がけ、お客様の満足度
の向上に努めて参る所存です。
　ご意見がございましたら、対処する部署「法務部」を設置しておりま
すので、ご一報願います。

お客様アンケート調査実施報告

　当組合は、地域の皆様のご意見にお応えし、皆様のお役に立てる地域に密着した金融機関として、お客様とともに発展していくことを目指してお
ります。
　今回、お客様へより良いサービスの実現に向けて、お客様のご意見をお伺いする「お客様アンケート」を実施いたしましたのでその結果をご報告
いたします。

■調査概要
　⑴調査期間　　　　令和 3年11月 1 日㈪～令和 3年11月19日㈮
　⑵調査対象者　　　無作為に抽出した個人のお客様350名
　⑶調査チャネル　　得意先係訪問先120枚・窓口230枚
　⑷前回調査日　　　令和 2年10月

■アンケートの回答状況
1 ．�ご回答いただいたお客様
（1）年齢

3.4%

13.7%
17.7% 21.1% 18.9%

25.1%

0.0%
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上 無回答

（2）職業

29.4%

13.1%

21.4% 17.7% 15.4%

2.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

会社員 会社役員 自営業 専業主婦 その他 無回答

トピックス

令和 3年度は、事業承継支援を強化する為、外部講師を招き、事業承継を円滑に進める
為のヒアリングポイントや相談対応方法をはじめ、ロールプレイング演習を行いました。

2．アンケート集計表

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

取扱商品 店　　舗 店内職員の
応対・説明等

渉外係の
応対・説明等

■満足 49.7% 47.1% 69.1% 56.0%

■ほぼ満足 38.0% 37.4% 26.0% 31.7%

■どちらでもない 12.0% 12.9%  4.6%  8.6%

■やや不満  0.3%  1.7%  0.0%  0.0%

■不満  0.0%  0.3%  0.0%  0.0%

■無回答  0.0%  0.6%  0.3%  3.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%

新聞や雑誌などに掲載の広告を見たこと 障がい者・高齢者への対応実施

■ある 54.3% ■ 知っている 31.1%

■ない 45.4% ■ 知らない 67.1%

■無回答  0.3% ■無回答  1.7%
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	 代理貸付残高の内訳	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度
全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 ― ―
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 ― ―
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 3 3
独立行政法人住宅金融支援機構 171 124
独立行政法人 勤労者退職金共済機構 ― ―
独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 ― ―
そ の 他 ― ―
合 　 　 　 　 　 　 　 　 計 174 128

令和 3年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

■株式会社日本政策金融公庫/2.8％

■独立行政法人
　住宅金融支援機構/97.2％

区　　　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度
貿 易 ― ―

輸 出 ― ―
輸 入 ― ―

貿 易 外 ― ―
合 計 ― ―

1 ．為替手数料
組合員 組合員外

振込手数料

他行宛
電信扱 5 万円未満 605円

5 万円以上 605円 770円

文書扱 5 万円未満 550円
5 万円以上 550円 770円

本支店 電信扱 5 万円未満 330円
5 万円以上 330円 550円

同 一 店 内 5 万円未満 220円
5 万円以上 220円 440円

ATM での
振込手数料
（当組合カード
ご利用の場合）

他 行 宛 5 万円未満 330円
5 万円以上 330円 440円

本 支 店 5 万円未満 110円
5 万円以上 110円 220円

同 一 店 内 5 万円未満 110円5 万円以上

ATM での
振込手数料
（他行カード
ご利用の場合）

他 行 宛 5 万円未満 605円
5 万円以上 770円

本 支 店 5 万円未満 330円
5 万円以上 550円

同 一 店 内 5 万円未満 330円
5 万円以上 550円

モ ア タ イ ム 手 数 料 （ 注 1 ） 110円
送金手数料 他行宛 普通扱 送金小切手 440円 660円
代手・商手
取立手数料

他 所 取 立 手 形 1 通につき 880円
本支店・佐賀手形交換所内 1 通につき 660円

そ の 他 の
手 数 料

送金・振込の組戻料 1 件につき 1,100円
取 立 手 形 組 戻 料 1 通につき 1,100円
取立手形店頭呈示料 1 通につき 1,100円
不 渡 手 形 返 却 料 1 通につき 1,100円
そ の 他 特 殊 扱 手 数 料 実　費

（注 1）�モアタイム手数料とは、自動機での営業時間外振込（平日午後3時以降）
で、振込を行った場合の手数料となります。

※１　振込手数料の同一店内には、NB扱い入金も含みます。
※２　�視覚障がいまたはその他の障がいをお持ちでATMのご利用が困難なお

客様には、窓口受付の振込手数料をATMご利用の振込手数料と同額と
します。

2 ．預金関係手数料
種　　類 料　　　金

預 金 残 高 証 明 書
発 行 手 数 料（ 注 1 ）

（個別） 1 通 に つ き 550円
（継続） 1 通 に つ き 330円

払 戻 し 証 明 書
（民法 909 条の 2 に基づく払戻） 1 通 に つ き 1,100円

その他当組合既定外の証明書の発行 1 通 に つ き 3,300円
異 議 申 立 預 託 金 受 入 手 数 料 1 件 に つ き 1,100円
マ ル 専 当 座 預 金 開 設 手 数 料 1 口座につき 3,300円
マ ル 専 手 形 用 紙 代 1 枚 に つ き 550円
小 切 手 帳 代 1 冊 に つ き 1,100円
約 束 手 形 帳 ・ 為 替 手 形 帳 1 冊 に つ き 1,100円
保 証 小 切 手 発 行 手 数 料 1 枚 に つ き 550円
取 引 履 歴 調 査 （ 注 2 ） １ヶ月照会につき 110円
貸 金 庫 利 用 手 数 料 月額（ 1金庫） 550円
ナ イ ト デ ポ ジッ ト 手 数 料 月 額 8,800円
普 通 預 金 入 金 帳 1 冊 に つ き 7,700円
未 利 用 口 座 管 理 手 数 料 年 額 1,320円
普通預金口座作成時の通帳郵送 1 通 に つ き 550円
英 文 預 金 等 残 高 証 明 書 1 通 に つ き 2,200円

個 人 情 報 開 示 手 数 料
書 面 １ 件 に つ き 1,100円
電磁的記録 １ 件 に つ き 3,300円

（注１）�預金および融資を別用紙に分けて発行する場合は、それぞれ手数料を
申し受けます。

（注２）�調査依頼期間の月数で算出します。

そ の 他 業 務

そ の 他 業 務

国 際 業 務 証 券 業 務

	 外国為替取扱高	 （単位：千ドル）

該当ありません。

公共債引受額

該当ありません。

外貨建資産残高

該当ありません。

公共債窓販実績

該当ありません。

当組合の子会社

	 手数料一覧	 （令和 4年 6月末現在）
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■ 主要な事業の内容 �

Ａ．預金業務
　　イ　預　金・定期積金
　　　�　当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、

別段預金、納税準備預金等を取扱っております。
　　ロ　譲渡性預金
　　　　取扱っておりません。
Ｂ．貸出業務
　　イ　貸　付
　　　　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。
　　ロ　手形の割引
　　　�　商業手形の割引を取扱っております。
Ｃ．商品有価証券売買業務
　　取扱っておりません。
Ｄ．有価証券投資業務
　�　預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株
式、その他の証券に投資しております。

Ｅ．内国為替業務
　　送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。
Ｆ．外国為替業務
　�　取扱っておりません。
Ｇ．社債受託及び登録業務
　　取扱っておりません。
Ｈ．金融先物取引等の受託等業務
　　取扱っておりません。
Ｉ．附帯業務
　　イ　債務の保証業務
　　ロ　有価証券の貸付業務
　　ハ�　国債等の引受け（売り出しの目的をもってするものを除く）
　　ニ　代理業務
　　　⒜�　全国信用協同組合連合会、㈱日本政策金融公庫、㈱商

工組合中央金庫等の代理貸付業務
　　　⒝　独立行政法人中小企業基盤整備機構の代理業務
　　　⒞　独立行政法人勤労者退職金共済機構の代理業務
　　　⒟　独立行政法人住宅金融支援機構
　　ホ�　国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係

る事務の取扱
　　ヘ　有価証券、貴金属その他の物品の保護預り
　　ト　両替
　　チ　でんさいサービス

3 ．融資関係手数料
種　　　　　類 料　金

融　

資　

実　

行

手貸（新規） 1,100円 
手貸（書替） 550円 
証貸（プロパー新規） 1,100円
証貸（消費者ローン新規） 1,100円
保証協会 1,100円
預金担保 1,100円
債務保証 2,200円

条　

件　

変　

更

一　

般　

証　

貸

全額繰上完済
「期限前返済に関
する特約書」未徴
求の場合、他項目
と重複する場合は、
いずれか一項目

11,000円

一部繰上返済
期間延長（預担・協会付除く）
期間短縮（預担・協会付除く）
償還金変更（預担・協会付除く）
金利特約付証書貸付金利変更

住　

宅　

ロ　

ー　

ン

保
証
会
社
付
・
プ
ロ
パ
ー

全額繰上完済
特約期間付固定期間中 44,000円
上記以外 11,000円

一部繰上完済
特約期間付固定期間中 33,000円
上記以外 11,000円

期間延長
他項目と重複する
場合は、いずれか
の一項目

11,000円
期間短縮
償還金変更
金利特約付証書
貸付金利変更

保証会社提携型消費者ローン
全額繰上完済 １通につき 5,500円

融資証明 1 通 に つ き 11,000円
融資残高証明書発行手数料 1 件 に つ き 550円
利息証明発行手数料 1 件 に つ き 550円
確定日付手数料 3,300円
不
動
産
担
保

調　

査　

料

新規・極度額増額・担保譲受・登記保留（初回
のみ）・担保差替 55,000円 

追加担保・極度額減額・順位変更・一部譲渡・一
部解除 16,500円 

Ａ
Ｂ
Ｌ
（
動
産
・

債
権
担
保
）

取
扱
手
数
料

5,000万円以下 66,000円 
5,000万円超 1億円以下 88,000円 
1 億円超 110,000円 

4 ．各種再発行手数料
種　　類 料　　　金

通 帳 ・ 証 書 再 発 行 手 数 料 1通（冊）につき 2,200円
キャッ シュ カー ド ・ ロー ン
カー ド 再 発 行 手 数 料（ 注 1 ） 1 枚 に つ き 2,200円

担 保 抹 消 書 類 再 発 行 1 通 に つ き 3,300円
「住宅取得資金に係る借入金の
年末残高等証明書」「返済予定
表」等の各種帳票、還元帳票で
営 業 店 に て 再 発 行 可 能 な も の

1 通 に つ き 1,100円

（注 1）�Wカードからキャッシュカード・ローンカードへの作り替えの
場合は、無料です。

5 ．ATM手数料
当組合のATMで預金を入金または引出す場合

当組合カードでの
入金・引出

月～金　全稼動時間帯 無　料

土、日、祝祭日　全稼動時間帯
110円

（組合員
は無料）

提携信組カードでの引出

月～金
午前 8：45～午後 6：00

無　料※一部店舗
午前 8：45～午後 5：00

土 午前 9：00～午後 2：00 無　料
午後 2：00～午後 5：00 220 円

日・祝祭日 午前 9：00～午後 5：00 220 円

提携信組カードでの入金

月～金 午前 8：45～午後 6：00 110 円

土 午前 9：00～午後 2：00 110 円
午後 2：00～午後 5：00 220 円

日・祝祭日 午前 9：00～午後 5：00 220 円
九州労金（提携）カードでの
入金・引出

月～土　全稼動時間帯 無　料
日 午前 9：00～午後 5：00 110 円

第二地銀・信金・労金（九州
労金を除く）ゆうちょ銀行
カードでの入金・引出

月～金 午前 8：45～午後 6：00 110 円

土 午前 9：00～午後 2：00 110 円
午後 2：00～午後 5：00 220 円

日・祝祭日 午前 9：00～午後 5：00 220 円

上記を除く
金融機関カードでの引出

月～金 午前 8：45～午後 6：00 110 円

土 午前 9：00～午後 2：00 110 円
午後 2：00～午後 5：00 220 円

日・祝祭日 午前 9：00～午後 5：00 220 円
（上記の手数料は消費税を含んでおります。）
※一部店舗については、各営業店へお問い合わせください。



24

　私は当組合の令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日までの第67期の
事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正
性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

� 令和 4年 6月23日　　

　　　佐 賀 東 信 用 組 合 　 理 事 長

	 経営改善支援等の取組み実績	 （単位：先数、％）

期初債務者数（Ａ） 経 営 改 善	
支援取組み率

（α／Ａ）

ランクアップ率

（β／α）

再 生 計 画	
策 定 率

（δ／α）

うち経営改善支援取組み先（α）
αのうち期末
に債務者区分
がランクアッ
プ し た 先 数
（β）

α の う ち 期
末 に 債 務 者
区 分 が 変 化
しなかった先
（γ）

α の う ち 再
生 計 画 を 策
定 し た 先 数

（δ）
191 18 0 18 18 9.42% 0.00% 100.00%

（注） 1．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
　　  2 ．�期初債務者数は令和3年4月当初の債務者数です。
　　  3 ．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
　　  4 ．�「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先

です。なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。
　　  5 ．�「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
　　  6 ．�「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、RCCの支援決定先、当組合独

自の再生計画策定先の合計先数です。
　　  7 ．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

区　　　　分
令和 2年度末 令和 3年度末
件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込
他の金融機関向け 20,729 34,251 20,552 37,455
他の金融機関から 33,240 36,197 33,507 33,959

代金取立
他の金融機関向け 135 184 140 196
他の金融機関から 310 106 235 74

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の8第3項
に規定する「特定信用組合」に該当しておりますので、「貸借対照表」「損
益計算書」「剰余金処分計算書」等は、協同組合による金融事業に関す
る法律第５条の8第3項の規定に基づき、会計監査人である「有限責任監
査法人トーマツ」の監査を受けております。
　本ディスクロージャー誌の「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処分
計算書」等は、上記の「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」
等に基づき作成しております。

中小企業の経営支援に関する取組み方針

　平成25年 3 月末で中小企業金融円滑化法が終了致しましたが、貸付条件や円滑な資金供給等の支援策は同法終了後も変わりなく、組合の経営理念・
経営方針に則り、外部団体等と緊密な連携・協力を行い、お客様のライフステージに応じたコンサルティング機能を発揮するとともに、「経営者保
証に関するガイドライン」を誠実に遵守し、最も身近で頼れる相談相手として全役職員が一体となり取組む方針です。

中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

　担当部署を融資管理部とし、中小企業経営支援に対する方針や施策について態勢を整備し、その方針や施策を全役職員へ周知徹底しております。
　営業店役席者の定期訪問を実施し、お客様の業況や問題点の把握に努め必要な支援を実施してまいります。
　他金融機関、信用保証協会、中小企業活性化協議会との連携・協力に努めるとともに、職員のコンサルティング能力向上の為に外部団体が主催す
る研修に積極的に参加しております。

中小企業の経営支援に関する取組み状況

　地域経済の活性化や健全な発展のため、経営支援や成長分野の育成に対して日常的・継続的な取引関係を通じて、お客様のライフステージに応じ
た資金需要やサービスの提供について全役職員一体となり取組んでおります。

創業・新規事業開拓の支援

　独立創業・新規事業に関する融資取組として県制度融資である「創業支援貸付」「経営革新支援貸付」などの活用を通じて支援を行っております。
　経営革新等支援機関として地域需要創造型等起業・創業促進事業に係る創業補助金申請時の事業計画書策定支援を行っております。

成長段階における支援

　事業価値の見極め、目利き能力向上のため役職員を上部団体主催の研修に派遣し、人材育成に努めております。
　担保・保証に過度に依存しない融資を行うため、ABL等の積極的活用や、信用保証制度の活用等により資金ニーズに適切に取組んでおります。

経営改善・事業再生・業種転換等の支援

　他金融機関、外部団体・専門家等と連携・協力を行うとともに、役職員の目利き能力の向上に努め、お客様のライフステージに応じた最適なソリュー
ションの提案を行い積極的に経営改善・事業再生に取組んでおります。

法定監査の状況 	 内国為替取扱実績	 （単位：百万円）

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
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地域の活性化に関する取組み状況

地域とのふれあいを大切にし、有益な情報提供等により、地域のお客様の発展に寄与します。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」の趣旨や内容
を十分に踏まえ、お客さまからお借り入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性について
は、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するな
ど、適切な対応に努めています。
　また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

令和 2年度 令和 3年度
新規に無保証で融資した件数 150件 80件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 15.94％ 11.31％
保証契約を解除した件数 16件 5件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

●金融仲介機能のベンチマークに関する開示
■取引先企業の経営改善や成長性力の強化
◦共通ベンチマーク 1
金融機関がメインバンク（融資残高 1位）として取引を行っている企業のうち、経営指標の改善や就業指数の増加がみられた先数、及び、同先に
対する融資額の推移（先数単体ベース）
（令和 4年 3月31日現在：比較対象期間　直近決算　⇔　前期決算）
メイン先数 306先
うち経営指数や就労者数が改善した先 95先

メイン先の融資残高 113億円
メイン先で経営指数や就労者数が改善した先の融資残高 58億円
定義　　メイン先数：当組合の融資残高が最も多い先数
　　　　経営指数の改善：①売上高、　②営業利益率が改善した先をカウント

■取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上
◦共通ベンチマーク 2
金融機関が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善の進捗状況（先数単体ベース）
（令和 4年 3月31日現在）

中小企業の条件変更先に係る経営改善計画の進捗状況
条件変更総数 好調先 順調先 不調先

48先 3 先 25先 20先
定義　　好調先：計画比120％以上
　　　　順調先：計画比80％以上～120％未満
　　　　不調先：計画比80％未満
◦共通ベンチマーク 3
金融機関が関与した創業、第二創業の件数（先数グループベース）
（令和 3年 4月～令和 4年 3月迄の 1年間の実績）
当組合が関与した創業件数 5 先
当組合が関与した第二創業件数 1 先
定義　　創　　業：①計画の策定支援、②融資、③政府系機関や支援機関への紹介、④ベンチャー企業の助成、融資、投資等
　　　　第二創業：①後継者等が新規事業開始、②譲渡（継承）し新規事業開始、③事業再生で業種を変更し再建等
◦共通ベンチマーク 4
ライフステージ別の与信先数、及び、融資額（先数単体ベース）
（令和 4年 3月31日現在）

合　計
創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

ライフステージ別の与信先数 1,762先 38先 53先 335先 45先 49先
ライフステージ別の融資残高 318億円 12億円 24億円 129億円 18億円 21億円
定義　　創業期：過去 5期のうち創業、第二創業している先
　　　　〇成長期、安定期、低迷期は売上高平均で直近 2期と過去 5期で対比
　　　　成長期：120％超
　　　　安定期：80％～120％未満
　　　　　低迷期：80％未満
　　　　　再生期：貸付条件の変更先

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
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	 店舗一覧表（事務所の名称・所在地）	 （自動機器設置状況・令和 4年 6月現在） 地区一覧

索 引　各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」「金融再生法」で規定されております法定開示項目です。

■ごあいさつ �  1
【概況・組織】  
 1．事業方針 �  1
 2．事業の組織＊ �  1
 3．役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）＊ �  1
 4．店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊ �  26
 5．自動機器設置状況 �  26
 6．地区一覧 �  26
 7．組合員数 �  1
 8．子会社の状況 �  22
【主要事業内容】  
 9．主要な事業の内容＊ �  23
10．信用組合の代理業者＊ �  取扱いなし
【業務に関する事項】  
11．事業の概況＊ �  2
12．経常収益＊ �  8
13．業務純益等＊ �  8
14．経常利益（損失）＊ �  8
15．当期純利益（損失）＊ �  8
16．出資総額、出資総口数＊ �  8
17．純資産額＊ �  8
18．総資産額＊ �  8
19．預金積金残高＊ �  8
20．貸出金残高＊ �  8
21．有価証券残高＊ �  8
22．単体自己資本比率＊ �  8
23．出資配当金＊ �  8
24．職員数＊ �  8
【主要業務に関する指標】  
25．業務粗利益および業務粗利益率＊ �  7
26．資金運用収支、役務取引等収支およびその他業務収支＊ �  7
27．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊ �  8
28．受取利息、支払利息の増減＊ �  8
29．役務取引の状況 �  8

30．その他業務収益の内訳 �  12
31．経費の内訳 �  8
32．総資産経常利益率＊ �  10
33．総資産当期純利益率＊ �  10
【預金に関する指標】  
34．預金種目別平均残高＊ �  12
35．預金者別預金残高 �  12
36．財形貯蓄残高 �  12
37．職員1人当り預金残高 �  12
38.1店舗当り預金残高 �  12
39．定期預金種類別残高＊ �  12
【貸出金等に関する指標】  
40．貸出金種類別平均残高＊ �  12
41．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊ �  13
42．貸出金金利区分別残高＊ �  13
43．貸出金使途別残高＊ �  13
44．貸出金業種別残高・構成比＊ �  13
45．預貸率（期末・期中平均）＊ �  10
46．消費者ローン・住宅ローン残高 �  13
47．代理貸付残高の内訳 �  22
48．職員 1人当り貸出金残高 �  12
49. 1 店舗当り貸出金残高 �  12
【有価証券に関する指標】  
50．商品有価証券の種類別平均残高＊ �  取扱いなし
51．有価証券の種類別平均残高＊ �  12
52．有価証券種類別残存期間別残高＊ �  13
53．預証率（期末・期中平均）＊ �  10
【経営管理体制に関する事項】�  
54．法令遵守の体制＊ �  14
55．リスク管理体制＊ �  15,16
56．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊ �  15
資料編 �  17,18,19,20
【財産の状況】
57．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書＊ �  4,5,6,7

58．協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況＊ �  14
　（1）　破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　（2）　危険債権
　（3）　三月以上延滞債権
　（4）　貸出条件緩和債権
　（5）　正常債権
59．自己資本の構成に関する事項（自己資本比率明細）＊ �  9
60．有価証券、金銭の信託等の評価＊ �  10,11
61．外貨建資産残高 �  22
62．オフバランス取引の状況 �  10
63．先物取引の時価情報 �  10
64．オプション取引の時価情報 �  取扱いなし
65．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊ �  13
66．貸出金償却の額＊ �  13
67．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について �  24
68．会計監査人による監査＊ �  24
【その他の業務】  
69．内国為替取扱実績 �  24
70．外国為替取扱実績 �  22
71．公共債窓販実績 �  22
72．公共債引受額 �  22
73．手数料一覧 �  22,23
【その他】  
74．トピックス �  21
75．沿革・歩み �  1
76．総代会について �  2,3
77．報酬体系について �  15
【地域貢献に関する事項】 
78．地域貢献 �  20
79．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況 �  24,25
80．顧客満足度アンケートの報告 �  21
81．「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊ �  25

店　　名 住　　　　　　　　　　　所 電　話 CD・ATM
本 店 〒840－0804 佐賀市神野東 2丁目 3番 １号 0952-30-2121 1 台
神 埼 支 店 〒842－0001 神埼市神埼町神埼375番地 1 0952-52-2141 1 台
神埼支店中原出張所 〒842－0001 神埼市神埼町神埼375番地 1 0952-52-2141 ―
小 城 支 店 〒845－0001 小城市小城町273番地 5 0952-73-2251 1 台
小城支店牛津出張所 〒845－0001 小城市小城町273番地 5 0952-73-2251 ―
諸 富 支 店 〒840－2105 佐賀市諸富町大字諸富津141番地16 0952-47-3511 1 台
鳥 栖 支 店 〒841－0037 鳥栖市本町 1丁目947番地 5 0942-83-3667 1 台
県 庁 支 店 〒840－8570 佐賀市城内 1丁目 １番５９号 0952-23-6890 ―

佐賀市　神埼市　鳥栖市
小城市　多久市　神埼郡
三養基郡
杵島郡江北町大字惣領分
佐賀県職員（退職者含む）、
佐賀県職員労働組合とその職
員、佐賀県の外郭団体等及び
その職員は佐賀県一円



〒 840-0804　佐賀県佐賀市神野東２丁目３番１号
TEL：0952-30-2121　FAX：0952-30-2130

https://www.toshin.shinkumi.jp


